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1. 17年 9月中間期の業績 （平成17年 4月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期       18,466    △5.6         211    △1.4         624   236.7
16年 9月中間期       19,552     2.7         214   △64.9         185   △59.3

17年 3月期       39,548－          620－          547－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 9月中間期          400   366.1           2.93
16年 9月中間期           85   △54.8           0.62

17年 3月期          125－           0.91

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月中間期    136,525,677株 16年 9月中間期    136,551,860株
17年 3月期    136,545,278株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 9月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 9月中間期           0.00－

17年 3月期 －           3.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期       77,851       26,366     33.9        193.13
16年 9月中間期       78,174       25,894     33.1        189.63

17年 3月期       78,902       25,972     32.9        190.23

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月中間期    136,519,424株 16年 9月中間期    136,548,552株
17年 3月期    136,530,547株

2.期末自己株式数 17年 9月中間期         85,734株 16年 9月中間期         56,606株
17年 3月期         74,611株

2. 18年 3月期の業績予想 （平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       29,000         650         400          3.00          3.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           2円93銭

※ 　 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
※ 　 上 記 の 通 期 予 想 は 、 平 成18年1月1日 の 純 粋 持 株 会 社 体 制 へ の 移 行 を 前 提 に 作 成 し て お り ま す 。
    ま た 、 予 想 と 実 際 の 業 績 と の 間 に は 、 今 後 の 様 々 な 要 因 に よ っ て 差 が 生 じ る 場 合 が あ り ま す 。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

流動資産

現金及び預金 2,226 1,386 1,447

受取手形 1,342 992 1,279

売掛金 9,178 8,501 8,805

棚卸資産 4,202 4,488 4,272

繰延税金資産 900 492 774

その他 1,900 2,059 3,270

貸倒引当金 △135 △85 △91

流動資産合計 19,615 25.1 17,836 22.9 19,759 25.0

固定資産

有形固定資産
※１
※２

建物 3,222 3,248 3,163

土地 16,074 16,059 16,074

その他 2,768 2,645 2,726

有形固定資産合計 22,065 21,953 21,964

無形固定資産 32 30 31

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 3,249 3,886 3,089

関係会社株式
※２
※６

12,180 13,734 13,975

長期貸付金 15,502 15,076 14,523

破産債権・再生債
権・更生債権その
他これらに準ずる
債権

377 373 373

繰延税金資産 3,526 3,302 3,497

その他 1,906 2,041 2,042

貸倒引当金 △355 △430 △405

投資その他の資産合
計

36,387 37,982 37,095

固定資産合計 58,484 74.8 59,966 77.0 59,091 74.9

繰延資産 73 0.1 48 0.1 51 0.1

資産合計 78,174 100.0 77,851 100.0 78,902 100.0

ダイワボウ
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前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

流動負債

支払手形 2,013 1,785 1,780

買掛金 7,482 7,132 7,910

短期借入金 ※２ 12,647 9,071 11,028

一年以内償還社債 ※２ 2,200 2,600 3,600

未払法人税等 39 39 76

賞与引当金 247 237 242

関係会社事業損失引
当金

48 － 656

その他 947 1,471 978

流動負債合計 25,626 32.8 22,336 28.7 26,271 33.3

固定負債

社債 ※２ 7,150 5,550 4,800

長期借入金 ※２ 2,835 8,218 5,872

預り保証金 3,797 3,719 3,749

再評価に係る繰延税
金負債

※５ 3,273 3,267 3,273

退職給付引当金 2,275 1,991 2,168

役員退職慰労引当金 246 243 265

関係会社事業損失引
当金

7,053 6,136 6,507

その他 22 22 22

固定負債合計 26,653 34.1 29,148 37.4 26,658 33.8

負債合計 52,280 66.9 51,485 66.1 52,930 67.1

（資本の部）

資本金 18,181 23.3 18,181 23.4 18,181 23.0

資本剰余金

資本準備金 1,438 1,438 1,438

資本剰余金合計 1,438 1.8 1,438 1.9 1,438 1.8

利益剰余金

利益準備金 67 108 67

中間（当期）未処分
利益

699 698 739

利益剰余金合計 766 1.0 806 1.0 806 1.0

土地再評価差額金 ※５ 4,789 6.1 4,780 6.1 4,789 6.1

その他有価証券評価差
額金

723 0.9 1,169 1.5 763 1.0

自己株式 △5 △0.0 △9 △0.0 △7 △0.0

資本合計 25,894 33.1 26,366 33.9 25,972 32.9

負債資本合計 78,174 100.0 77,851 100.0 78,902 100.0

ダイワボウ
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 19,552 100.0 18,466 100.0 39,548 100.0

Ⅱ　売上原価 16,807 86.0 15,769 85.4 33,862 85.6

売上総利益 2,745 14.0 2,697 14.6 5,686 14.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

2,530 12.9 2,485 13.4 5,066 12.8

営業利益 214 1.1 211 1.2 620 1.6

Ⅳ　営業外収益

受取利息 51 49 116

その他 ※１ 242 294 1.5 693 743 4.0 450 566 1.4

Ⅴ　営業外費用

支払利息 179 155 353

その他 ※２ 143 323 1.7 174 329 1.8 285 639 1.6

経常利益 185 0.9 624 3.4 547 1.4

Ⅵ　特別利益

投資有価証券売却
益

－ － 456

関係会社事業損失
引当金戻入益

－ － － 363 363 2.0 － 456 1.1

Ⅶ　特別損失

固定資産除却損 ※３ － 15 －

投資有価証券等評
価損

※４ 29 445 692

関係会社事業損失
引当金繰入額

－ － 97

減損損失 ※５ － 29 0.1 15 476 2.6 － 789 2.0

税引前中間(当期)
純利益

155 0.8 511 2.8 214 0.5

法人税、住民税及
び事業税

△110 △81 △219

法人税等調整額 180 69 0.4 193 111 0.6 308 89 0.2

中間(当期)純利益 85 0.4 400 2.2 125 0.3

前期繰越利益 614 289 614

土地再評価差額金
取崩額

－ 9 －

 中間(当期)未処分
利益

699 698 739

ダイワボウ
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法に

よっている。

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

…同左

(1）有価証券

　子会社株式及び関連会社株式

…同左

　その他有価証券

・時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によって

いる。評価差額金は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定している。

　その他有価証券

・時価のあるもの

…同左

　その他有価証券

・時価のあるもの

…決算日の市場価格等に基

づく時価法によっている。

評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定している。

・時価のないもの

…移動平均法による原価法

によっている。

・時価のないもの

…同左

・時価のないもの

…同左

(2）デリバティブ

　ヘッジ会計で振当処理を採用し

ている為替予約及び特例処理を採

用している金利スワップを除き、

時価法によっている。

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）棚卸資産

　移動平均法による原価法によっ

ている。

(3）棚卸資産

同左

(3）棚卸資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定額法によっている。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

建物 ７～50年

機械装置 ７～15年

その他 ２～50年

(2）無形固定資産

　定額法によっている。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

ダイワボウ
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については過去の

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については信用リ

スクのランクごとに区分した貸倒

実績を勘案した率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については過去の

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てる

ため、将来の支給見込額のうち、

当中間期の負担額を計上している。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てる

ため、将来の支給見込額のうち、

当期の負担額を計上している。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

いる。

　なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費用

処理しており、当中間会計期間末

未償却残高は2,800百万円である。

　また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により、按

分した額をそれぞれの発生の翌事

業年度から処理することとしてい

る。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

いる。

　会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を償却しており、当中

間会計期間末未償却残高は2,533

百万円である。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法

により償却している。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、按分した額

をそれぞれの発生の翌事業年度か

ら償却することとしている。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、発生

していると認められる額を計上し

ている。

　会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を償却しており、当期

末未償却残高は2,666百万円であ

る。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法

により償却している。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により、按分した額

をそれぞれの発生の翌期から償却

することとしている。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間期末要支給

額を計上している。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

(5）関係会社事業損失引当金

　関係会社の事業の損失に備える

ため、関係会社の資産内容等を勘

案して当該関係会社の債務超過額

のうちの当社負担見込額を計上し

ている。

(5）関係会社事業損失引当金

同左

(5）関係会社事業損失引当金

同左

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

いる。

同左 　外貨建金銭債権債務は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理している。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

同左 同左

ダイワボウ
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。

なお、為替予約については振当処

理の要件を満たしている場合は振

当処理を、金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしている

場合については特例処理を採用し

ている。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売掛

金・買掛金等

及び外貨建予

定取引

金利スワッ

プ

借入金

 同左  同左

(3）ヘッジ方針

　当社の事業遂行に伴い発生する

リスクの低減を目的とし、それぞ

れのリスクに応じたヘッジ手段を

適切かつ適時に実行する方針であ

る。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　原則としてヘッジ開始時から有

効性判定時間までの期間において、

ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断して

いる。ただし、金利スワップの特

例処理及び為替予約の振当処理に

ついては、有効性の評価の判定を

省略している。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる事項

　消費税等の会計処理

　税抜方式によっている。

(1）消費税等の会計処理

同左

(2）繰延資産の処理方法

社債発行差金

…社債償還期間に亘り均等償却

している。

社債発行費

…社債発行後３年内に毎決算期

において、均等額を償却して

いる。

(1）消費税等の会計処理

同左

(2）繰延資産の処理方法

社債発行差金

…同左

 

社債発行費

…同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

固定資産の減損に係る会計基準  

─────

　当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号　平成15

年10月31日）を適用している。これ

により税引前中間純利益は15百万円

減少している。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してい

る。

 

─────

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

（外形標準課税）

　当事業年度より、事業税の「外形標

準課税制度」が導入されたことに伴い、

実務対応報告第12号「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年２

月13日））に基づき、当中間会計期間

から法人事業税の付加価値割及び資本

割を販売費及び一般管理費として処理

している。

　この結果、従来と比べ販売費及び一

般管理費は29百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ同額少なく計上されている。

 

─────

（外形標準課税）

　当期より、事業税の「外形標準課税

制度」が導入されたことに伴い、実務

対応報告第12号「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会（平成16年２月13

日））に基づき、当期から法人事業税

の付加価値割及び資本割を販売費及び

一般管理費として処理している。

　この結果、従来と比べ販売費及び一

般管理費は61百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ同額少なく計上されている。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末現在
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末現在
（平成17年９月30日）

前事業年度末現在
（平成17年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償

却累計額
22,067百万円 22,184百万円 22,129百万円

※２　担保に供している資産

有形固定資産

(うち工場財団組成)

投資有価証券

関係会社株式

計

被担保債務の種類

短期借入金

長期借入金（返済期

限１年以内のものを

含む）

社債

無担保社債に係る銀

行保証

関係会社の借入金

18,889百万円

(16,402)

1,339

38

20,267

 

4,005

2,349

2,800

4,333

765

18,860百万円

(16,252)

1,018

38

19,917

 

1,710

3,961

2,100

4,595

423

 18,837百万円

(16,367)

1,018

38

19,893

 

2,860

3,255

2,100

4,645

602

　関係会社株式38百万円は木管保証

金保全協会へ取引保証として差入れ

ている。

同左 同左

３　偶発債務 　次のとおり各会社及び従業員の銀

行借入等に対して保証（保証予約を

含む）を行っている。

　次のとおり各会社の銀行借入等に

対して保証を行っている。

　次のとおり各会社及び従業員の銀

行借入等に対して保証を行っている。

(単位：百万円)

大和紡観光㈱ 481

P.T.Daiwabo Industrial 

Fabrics Indonesia
298

大洋化成㈱ 300

P.T.Tokai Texprint 

Indonesia
118

P.T.Dayani Garment 

Indonesia
27

従業員住宅資金 0

合計 1,226

(単位：百万円)

大和紡観光㈱ 409

P.T.Daiwabo Industrial 

Fabrics Indonesia
264

P.T.Dayani Garment 

Indonesia
28

合計 701

(単位：百万円)

大和紡観光㈱ 449

P.T.Daiwabo Industrial 

Fabrics Indonesia
261

大洋化成㈱ 300

P.T.Dayani Garment 

Indonesia
26

従業員（住宅資金） 0

合計 1,038

４　消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示している。

同左 同左
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項目
前中間会計期間末現在
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末現在
（平成17年９月30日）

前事業年度末現在
（平成17年３月31日）

※５　土地再評価差額金 　「土地の再評価に関する法律」

（平成10年３月31日公布法律第34

号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13

年３月31日公布法律第19号）に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額金については、当該評価

差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として資本の

部に計上している。

同左 同左

・再評価を行った年月日

平成14年３月31日

・再評価を行った年月日

同左

・再評価を行った年月日

同左

・再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行

令」（平成10年３月31日公布政令

第119号）第２条第３号に定める固

定資産税評価額及び第２条第５号に

定める不動産鑑定士による鑑定評価

に基づき算出する方法によっている。

・再評価の方法

同左

・再評価の方法

同左

・事業用土地の時価の合計額が再評

価後の帳簿価額を下回る額

2,510百万円

※６　貸付有価証券 　関係会社株式のうち、254百万円

は消費貸借契約による貸付有価証券

である。

　関係会社株式のうち、256百万円

は消費貸借契約による貸付有価証券

である。

　関係会社株式のうち、254百万円

は消費貸借契約による貸付有価証券

である。

７　特定融資枠契約 　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため、取引銀行７行と特定融

資枠契約（コミットメントライン契

約）を締結している。

　なお特定融資枠契約の総額は

5,000百万円であるが、当中間会計

期間末の実行残高はない。

同左

 

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため、取引銀行７行と特定融

資枠契約（コミットメントライン契

約）を締結している。

　なお、特定融資枠契約の総額は

5,000百万円であるが、当期末の実

行残高はない。
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　営業外収益のその他 　受取配当金200百万円が含まれて

いる。

　受取配当金662百万円が含まれて

いる。

　受取配当金336百万円が含まれて

いる。

※２　営業外費用のその他 　出向者人件費26百万円が含まれて

いる。

　出向者人件費18百万円が含まれて

いる。

　出向者人件費45百万円が含まれて

いる。

※３　固定資産除却損 ───── 多伎遊休建物除却損 15百万円 ─────

※４　投資有価証券等評価損 子会社株式評価損 29百万円 子会社株式評価損 445百万円 子会社株式評価損 544百万円

海外株式の評価損 144

スポーツクラブ会員

権の評価損
  3

※５　減損損失 ───── 　当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)

遊休
資産

土地
福井県
福井市

15

　事業の種類別セグメントを基礎に、

独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位を識別し、グルーピ

ングを行っている。

　福井市に所在する土地については、

遊休状態にあり、今後も使用見込み

がたたないため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額15百

万円を減損損失として特別損失に計

上している。なお、回収可能価額は

正味売却価額を使用し、正味売却価

額は固定資産税評価額に基づき算定

している。

─────

　６　減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

計

203百万円

0

204

 199百万円

0

200

408百万円

1

410
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

その他 37 5 31

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

その他 45 13 32

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

その他 41 9 31

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が、有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。

（注）　　　　　　同左 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が、有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 6百万円

１年超 25

合計 31

１年内 8百万円

１年超 24

合計 32

１年内  7百万円

１年超   24

合計   31

（注）　未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が、

有形固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

（注）　　　　　　同左 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

いる。

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

３．当期の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3

支払リース料  6百万円

減価償却費相当額  6

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　

（減損損失について） 

　リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略している。

 

 

②　有価証券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

区分

前中間会計期間末
（平成16年９月30日現在）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日現在）

前事業年度末
（平成17年３月31日現在）

中間
貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

中間
貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

関連会社株式 5,164 5,383 218 7,643 11,500 3,856 7,439 9,489 2,050

（１株当たり情報）

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。

（重要な後発事象）

該当事項なし。
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７．部門別売上高
 （単位：百万円）

部門

当中間会計期間
(17.４.１～17.９.30)

前事業年度（16.４.１～17.３.31）

上半期 下半期 計

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

％ ％ ％ ％

素材 1,105 6.0 1,296 6.6 1,287 6.4 2,583 6.5

テキスタイル 3,066 16.6 3,904 20.0 3,521 17.6 7,425 18.8

製品 6,023 32.6 6,047 30.9 6,939 34.7 12,986 32.8

産業資材 2,861 15.5 2,828 14.5 2,894 14.5 5,722 14.5

合繊 4,416 23.9 4,361 22.3 4,334 21.7 8,695 22.0

非繊維 993 5.4 1,114 5.7 1,019 5.1 2,134 5.4

合計 18,466 100.0 19,552 100.0 19,995 100.0 39,548 100.0

８．輸出売上高
 （単位：百万円）

部門

当中間会計期間
(17.４.１～17.９.30)

前事業年度（16.４.１～17.３.31）

上半期 下半期 計

金額 輸出割合 金額 輸出割合 金額 輸出割合 金額 輸出割合

％ ％ ％ ％

素材 71 6.4 86 6.7 70 5.5 157 6.1

テキスタイル 396 12.9 452 11.6 397 11.3 849 11.4

製品 825 13.7 580 9.6 743 10.7 1,323 10.2

産業資材 138 4.8 126 4.5 128 4.5 255 4.5

合繊 302 6.8 280 6.4 263 6.1 543 6.2

非繊維 42 4.3 29 2.7 36 3.6 66 3.1

合計 1,776 9.6 1,556 8.0 1,639 8.2 3,195 8.1
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